
Hyogo Prefecture

【実施結果】
阪神南地域「企業ＢＣＰ策定推進」シンポジウム

１ 開催日程・会場
令和７年１月９日（木）１３：３０～１６：００
尼崎市中小企業センター 多目的ホール

２ 参加人数
約１５０人

３ プログラム
（１）基調講演

兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 紅谷 昇平 准教授
「南海トラフ巨大地震と企業の事業継続～想定外の事態に備える～」

（２）管内企業によるＢＣＰ事例紹介
・大関株式会社
・ＥＮＥＯＳ株式会社 尼崎油槽所

（３）県による地震津波防災対策の現状やＢＣＰ導入状況報告
・尼崎港管理事務所
・西宮土木事務所
・危機管理部
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【講演概要】
阪神南地域「企業ＢＣＰ策定推進」シンポジウム

１ 基調講演
兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 紅谷 昇平 准教授

【南海トラフ地震、阪神南地域での災害想定】
・南海トラフ地震と南海トラフ巨大地震は異なる
・現在想定されている最悪の被害は、南海トラフ「巨大地震」を想定
・まずは、近い将来発生が確実視されている南海トラフ地震を想定するべき（巨大地震ま
で想定するとなると企業体力に左右される）
・浸水については、南海トラフ地震よりも最大クラスの高潮の方が影響が大きい
・（過去の災害発生を根拠とする等の）災害想定を信じすぎない
【産業復興】
・産業被害に対する復興については、直接被害（建物、設備、在庫等）だけではなく、
間接被害（取引中断、原材料価格上昇等）の大きさが無視できない
・地震後に生じた産業の他地域とのギャップは簡単には戻らない（観光客も同様）

【企業の防災対策と事業継続】
・企業が事業継続マネジメントで想定するべきなのは「災害の種類」ではなく、「ビジ
ネスへの影響」
・「結果事象（ビジネスへの影響状態）」に基づくアプローチを想定することが重要
→「オールハザードアプローチ」の概念
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【講演概要】
阪神南地域「企業ＢＣＰ策定推進」シンポジウム

２ 管内企業による事例紹介
（１）大関株式会社
・経営層、部長クラスで構成する、ＢＣＭ委員会を立ち上げ、２０１７年にＢＣＰを作成し、
毎年計画の見直しを実施（現在、第５版）
・ＢＣＰを計画通り実行するには、初動対応力（安全確保、避難、安否確認、内部状況把握
等）の向上が重要であり、本社社員全員（２７０名）を対象とした防災訓練を毎年実施
・本社が津波避難ビルに指定されており、地域住民への説明や本社ビルの見学等により、
地域における役割も担っている
・計画があっても実行出来なければ意味はない。日頃の社員の意識づけ・訓練の充実が重要

（２）ＥＮＥＯＳ株式会社 尼崎油槽所
・石油製品の安定供給を持続する社会的責任は大きく、災害発生後も速やかに出荷機能を
回復させるためのＢＣＰを策定
・災害時における全ての行動は「人命最優先」（所員及び家族）
・日頃から避難訓練、夜間緊急通報・通信訓練、防災訓練等、様々な事態を想定した
各種訓練を実施
・非常用発電機を作動や、手動計量機での給油等、想定外にも備えた訓練も実施
・所員個々の「スキル・意識の平準化」による体制維持、バックアップ体制構築が重要
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【講演概要】
阪神南地域「企業ＢＣＰ策定推進」シンポジウム

３ 県による地震津波防災対策の現状やBCP導入状況報告
（１）尼崎港管理事務所
・重点整備箇所における津波対策（防潮堤越流対策、沈下対策等）は令和５年度で完了
・これにより、防潮堤より内陸側の津波浸水面積は約９割縮減
・但し、ハード整備は過信せずに、日頃の備えと、災害時は命を守る行動を最優先に

（２）西宮土木事務所
・災害発生時に避難物資等の緊急輸送を支えるため、概ね７２時間以内を目標に「基幹ルー
ト」「主要拠点への進出ルート」の道路啓開完了を想定
・障害物（砕石・倒木）や放置車両の撤去等の実践訓練を定期的に実施
・「尼崎宝塚線」や「園田西武庫線」等の災害時緊急輸送道路の整備を引き続き推進

（３）危機管理部
・県内企業のＢＣＰ策定率は順調に伸びており、全国平均に追いついてきた
・県では令和４年度より伴走型のＢＣＰ策定支援事業を実施しており、参加者から
好評を得ている
・セミナーや講座、宿泊型や半日型など、状況に合わせた各種プログラムを準備しており
是非ご活用いただきたい


